
滋賀県医療審議会運営要綱 

 

（趣 旨） 

第１条 この要綱は、医療法施行令（昭和２３年政令第３２６号）に基づき、滋賀県医 

療審議会（以下「審議会」という。）運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（会 長） 

第２条 会長は、会務を総理し、審議会の議長となる。 

２ 会長に事故があるときは、委員のうちから互選された者が、その職務を行う。 

（招集通知） 

第３条 会長は、会議を招集しようとするときは、あらかじめ日時、場所および会議に 

付すべき事項を委員に通知しなければならない。 

（審議会の定足数および議決） 

第４条 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決を行うことがで 

きない。 

２ 議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決する 

ところによる。 

（部 会） 

第５条 審議会に、次の各号に掲げる事項を調査審議するため、医療法人部会および保 

健医療計画部会ならびに医療費適正化計画部会を置く。 

（１）医療法人部会 

ア 医療法第４２条の２第２項に基づき、社会医療法人の認定をし、または認定しな 

い処分に係る事項 

イ 同法第４５条第２項に基づき、医療法人の設立を認可し、または認可しない処 

分に係る事項 

ウ 同法第４６条の６第１項ただし書に基づく医療法人理事長特例認可に関する事項 

エ 同法第５５条第４項に基づき、医療法人の解散を認可し、または認可しない処分 

に係る事項 

オ 同法第５８条の２第４項（同法第５９条の２において準用する場合を含む。）に基

づき、医療法人の合併を認可し、または認可しない処分に係る事項 

カ 同法第６０条の３第４項（同法第６１条の３において準用する場合を含む。）に基

づき、医療法人の分割を認可し、または認可しない処分に係る事項 

（２）保健医療計画部会 

ア 滋賀県保健医療計画の作成および改定に関する事項 

イ 医療法第４条第２項に基づき、地域医療支援病院の承認をし、または承認をしな 

い処分に係る事項 

ウ 医療法第２９条第５項に基づき、地域医療支援病院の承認を取り消し、または取

り消さない処分に係る事項 



（３）医療費適正化計画部会 

ア 滋賀県医療費適正化計画の作成および改定に関する事項 

２ 医療法人部会は、委員 10 人程度、保健医療計画部会および医療費適正化計画部会は、

委員 15 人程度で構成する。 

３ 第２条、第３条、第４条第１項、第６条および第８条の規定は、医療法人部会およ

び保健医療計画部会ならびに医療費適正化計画部会（以下「部会」という。）に準用

する。この場合において、「審議会」とあるのは「部会」と、「会長」とあるのは「部

会長」と読み替えるものとする。 

４ 部会の議決のうち第１項各号に係る議決は、出席した委員の３分の２以上をもって 

決するものとし、その他の議決は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数 

のときは、部会長の決するところによる。 

５ 部会の決議は、これを審議会の決議とする。ただし、会長が特に定める事項につい 

ては、この限りでない。 

６ 部会における決議は、部会長が審議会に報告する。 

（非委員の出席） 

第６条 審議会は、必要があると認められるときは、委員以外の者を出席させて、その 

意見を述べさせることができる。 

（庶 務） 

第７条 審議会の庶務は、滋賀県健康医療福祉部において処理する。 

（雑 則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議 

会に諮って定める。 

 

付 則 

この要綱は、昭和６１年１２月２６日から施行する。 

この要綱は、平成３年４月１日から施行する。 

この要綱は、平成１６年９月２７日から施行する。 

この要綱は、平成１７年７月２９日から施行する。 

この要綱は、平成１８年１０月１８日から施行する。 

この要綱は、平成１９年７月１２日から施行する。 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

この要綱は、平成２１年６月１７日から施行する。 

この要綱は、平成２３年３月７日から施行する。 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

この要綱は、平成２８年３月１６日から施行する。 

この要綱は、平成２９年５月２２日から施行する。 


